
○ 国立大学が果たすべき機能

国立大学が果たすべきことが期待される機能

①計画的な人材養成の実施など国の政策目標の実現

②我が国の学術・文化等の面から重要な学問分野の

継承

③社会の変化や学術研究の進展に応じた先導的・実

験的な教育研究の実施

④各地域特有の課題に応じた教育研究の実施とその

解決への貢献及び都市圏のみでなく全国的に均衡

のとれた大学配置による教育の機会均等の確保への

貢献

⑤学生が経済状況に左右されることなく自己の関心・

適性に応じて高等教育を受ける機会を確保すること

への貢献

○ 公立大学の発展の方向

それぞれの地域における社会，経済，文化の更なる

向上発展への貢献のため各地域社会の様々な要請等

にこたえることが特に期待されている。

そのため，より一層教育研究機能の強化を図り各大

学が特色ある発展をしていくことが重要。

○ 私立大学の多様な発展

各大学の多様な発展を一層促進するためにも，私立

大学について特定の固定的な機能を想定することは適

当ではない。

そのため，各大学がそれぞれの建学の精神にのっ

とった自主的な運営により，社会の多様な要請等にこた

えつつ，人文・社会・自然の諸科学の様々な分野にわ

たってより一層教育研究機能の強化に努め特色ある教

育研究を展開し多様に発展していくことが重要。

○過去の答申の整理

「２１世紀の大学像と今後の改革方策について（答申）」（平成１０年１０月２６日 大学審議会）

多様な発展を一層促進するため，基盤的経費の助成を

進める。その際，国公私にわたる適正な競争を促すという

観点を踏まえ，各大学の個性・特色に応じた多様な教育・

研究・社会貢献のための諸活動を支援する。

世界的研究・教育拠点の形成や高度専門職業人の養

成に力点を置くもの，総合的教養教育や芸術・体育等の

専門的分野に軸足を置くもの，地域貢献や国際交流等

に力を注ぐものなど，全体として多様な発展を遂げていく

ことが重要。

私
立
大
学

地域における知の拠点としての機能を発揮できるよう支

援すること，国公私を通じた競争的・重点的支援の拡充に

より，積極的に改革に取り組んで成果を挙げている大学等

をきめ細やかに支援する。

各大学の設置目的に沿って，それぞれの地域における

社会・経済・文化の向上発展への貢献から国際社会への

貢献まで幅広く含め，様々な教育・研究・社会貢献機能

のより一層の強化が求められる。

公
立
大
学

教育・研究の特性に配慮しつつ，それぞれの経営努力

を踏まえて，政策的課題(地域再生への貢献，新たな需要

を踏まえた人材養成，大規模基礎研究等)への各大学の

個性・特色に応じた取組を支援する。

重要な学問分野の継承・発展，全国的な高等教育の機

会均等の確保等について政策的に重要な役割を担うこと

が求められる。

国
立
大
学

高等教育機関の多様な機能に応じたきめ細やかな

ファンディング・システム
国公私立大学の特色ある発展に関する考え方

「我が国の高等教育の将来像（答申）」（平成１７年１月２８日中央教育審議会）



○国立大学の果たしている役割

（１）高度な学術研究の推進

○大学院特に博士課程の中核を担う

○論文引用数回数で国際的に上位を占める

（例） 材料科学 ３位：東北大学，９位：大阪大学

物理学 ２位：東京大学，９位：東北大学

化学 ４位：京都大学，５位：東京大学

生物学・生化学 ３位：東京大学
（トムソン・ロイター「1998-2008日本の研究機関ランキング」）

（２）目的養成

○理工系人材養成に寄与

○教員養成の中核を担う

教員養成大学・学部（H20)

国立： 44大学，私立： ３大学

○医師養成に寄与

医学部を設置している大学（H21)

国立： 42大学，公立： 8大学，私立： 29大学

（３）大学教育の機会提供に貢献

国立大学は，学生の６割以上が三大都市圏以外の地

域に所在する大学に在籍。特に地方において比較的

低所得層の子弟を多く受け入れており，大学教育の機

会提供に貢献。

［大学院在学者数の状況（H20)］

［学部学生の地域別の状況（H20)］

国立 公立 私立

修士課程 94,887人（57.4%） 9,626人（5.8%） 60,909人（36.8%）

博士課程 51,614人（69.5%） 4,445人（6.0%） 18,172人（24.5%）

計 146,501人(61.1%) 14,074人(5.9%) 79,081人(33.0%)

国立 公立 私立

三大都市圏 37% 45% 78%

その他の地域 63% 55% 22%

国立 公立 私立

修士課程 51,923人（65.7％） 3,869人（4.9％） 23,221人（29.4％）

博士課程 15,798人（82.9％） 865人（4.5％） 2,405人（12.6％）

［理工系大学院在学者数の状況（H20)］ 所得額（万円） ～517.1
517.1～
701.2

701.2～
880.8

880.8～
1118.6

1118.6～

国立 22.3 21.5 18.1 22.2 15.9

（三大都市圏以外） 25.7 22.3 17.9 20.5 13.6

私立 19.9 21.9 17.5 23.8 16.9

（三大都市圏） 19.5 19.6 16.1 24.6 20.2

［学部学生の世帯所得別の状況（H14)］

○東北大学
材料科学分野の論文引用回数で世界３
位の実績を有し、「原子分子材料科学高
等研究機構（ナノマテリアル、ソフトマテ
リアル等新物質・新材料を創生）」として
世界トップレベルの研究拠点を形成。

○大阪大学
微生物病研究所の菌株保存室
における大腸菌の研究が、1996
年に大流行した病原性大腸菌
「O157」の制圧に大きく貢献。

○京都大学
（IPS細胞研究センター）
山中伸弥教授がヒトの皮膚細胞
から胚性幹細胞（ES細胞）と遜色
のない能力を持った人工多能性
幹細胞（iPS細胞）の作製に世界で
初めて成功。

○東京大学
世界最高水準の学術研究拠点とし
て、ノーベル賞を受賞（小柴名誉教
授）した物理学分野など基礎・応用
問わず各分野において卓越した研
究を推進。物理学の論文引用回数
で世界２位。

○世界水準の研究・教育の事例

○九州大学
昭和36年から福岡県久山町で生
活習慣病の疫学調査を実施。脳
卒中・虚血性心疾患をはじめと
する心血管病や悪性腫瘍の発
生率や死亡率、その原因因子に
ついて調査。追跡率は99％以上
と、世界でも最も精度の高い生
活習慣病の調査。

○東京工業大学
卓越した研究力を持つ理工系総合大学で、
白川博士のノーベル化学賞受賞を始め、
創造性を重んずる教育研究を推進。
スーパーコンピューティング・グリッドシス
テム「ＴＳＵＢＡＭＥ］を設計・導入し、流体
解析、生命科学、環境シミュレーション等
の教育研究に活用。

○北海道大学
鳥インフルエンザ、ＳＡＲＳ等の人
獣共通感染症の克服を目指す新た
な教育研究施設として人獣共通感
染症リサーチセンターを設置。
2008年、世界初のG8大学サミットを
主催者として開催。

○名古屋大学
「社会に役立つ」分子性の物質に焦点をあて、
物質の創造や機能の発見、その機構解明に
関する基礎研究を行う日本で最初の「物質科
学国際研究センター」を設置（特別顧問：野
依良治（ノーベル化学賞受賞者（平成１３
年））。他、ノーベル賞受賞者を輩出（平成20
年度）： 物理学賞（小林誠氏、益川敏英氏）、
化 学 賞（下村脩氏）

◎早稲田大学
各地域の個性とイスラームの係わりを検
証し、多様なディシプリン研究を活用する
ことで現代イスラームの理解をさらに深め
ることを目指して研究活動や事業を展開。
早稲田大学を中核に５大学の研究拠点が
ネットワーク型の共同利用研究組織を構
成し、次世代のイスラーム研究を担う若手
研究者を育成。

◎文化女子大学
多岐にわたるファッションの研究全体を俯
瞰し、調整をとりながら、将来を見据えて
効果的に促進することを目指し、服飾文化
に関する高い水準の学術研究分野を確立
し、服飾文化に関わる学際領域の研究者、
産業領域、メディア、デザイナー、舞台芸
術等の服飾文化情報を必要とする世界中
の関係者へ情報を発信。

◎慶應義塾大学
ES細胞・iPS細胞からの心筋細胞の
分化増殖を促進する物質を同定する
ことに成功し、心筋梗塞などの心臓
疾患を対象とした再生医療のリソー
スとして活用が期待。（京都大学の
山中教授ともiPS細胞の心筋分化に
ついて共同で研究。）

○国立大学

◎私立大学



○東北大学
ＷＨＯコラボレーティング・センター
・Well-being in Aging

（参考） 感染症分野における国際機関との連携

○北海道大学
ＯＩＥリファレンスラボラトリー
・Highly pathogenic avian 
influenza and low pathogenic 
avian influenza (poultry)
・Oncorhynchus masou virus 
disease

○帯広畜産大学
ＯＩＥリファレンスラボラトリー
・Bovine babesiosis
・Equine piroplasmosis
・Surra (Trypanosoma evansi)

ＯＩＥコラボレーティング・センター
・Surveillance and Control of Animal 
Protozoan Diseases 

◎酪農学園大学
ＯＩＥリファレンスラボラトリー
・Echinococcosis/hydatidosis

○広島大学
ＯＩＥリファレンスラボラトリー
・Viral encephalopathy and 
retinopathy

○新潟大学
ＷＨＯコラボレーティング・センター
・Translation of Oral Health Science

◇兵庫県立大学
ＷＨＯコラボレーティング・センター
・Nursing in Disasters and Health 
Emergency Management

○長崎大学
ＷＨＯコラボレーティング・
センター
・Research and Training in 
Mental Health
・Reference and Research on 
Tropical and Emerging Virus 
Diseases
・Research on Radiation-
Induced Thyroid Diseases 
and Surgical Treatment of 
Radiation Injuries

○東京大学
ＯＩＥコラボレーティング・センター
・Food Safety

◎順天堂大学
ＷＨＯコラボレーティング・
センター
・Prevention of Blindness

○東京医科歯科大学
ＷＨＯコラボレーティング・センター
・Research and Training in Mental 
Health
・Healthy Cities and Urban Policy 
Research

◎産業医科大学
ＷＨＯコラボレーティング・センター
・Occupational Health

◎聖路加大学
ＷＨＯコラボレーティング・センター
・Nursing Development in Primary 
Health Care

◎北里大学
ＷＨＯコラボレーティング・センター
・Traditional Medicine

◎日本大学
ＷＨＯコラボレーティング・センター
・Research and Training in Population , 
Reproductive Health and Development

○富山大学
ＷＨＯコラボレーティング・
センター
・Traditional Medicine

○国立大学

◇公立大学

◎私立大学

○長崎大学
熱帯病の中の感染症（デング熱
マラリア等）を主とした疾病と、こ
れらの発生メカニズムや治療法
の研究などを目的とする日本唯
一の公的研究教育機関を保有。

○帯広畜産大学
平成13年の狂牛病発生時にいち早くプ
ロジェクトチームを立ち上げ，BSE検査
等を実施。ＢＳＥや鳥インフルエンザなど、
動物由来の感染症対策を含め畜産衛生
学分野における先端的研究を国際的に
展開。

○鳥取大学
砂漠化防止など乾燥地研究の
世界的拠点(中国科学院と共同
研究)。黄砂発生メカニズムの解
明、乾燥地の生態系修復など幅
広く研究。また、鳥インフルエン
ザの基礎研究により、鳥インフル
エンザ発生時にウィルス除去技
術の開発などに貢献。

○高知大学
海洋コア（海底地層）の総
合的な解析を通じた地球
環境変動要因の解明や、
海底資源（メタンハイドレー
ト等）に関する調査・研究を
実施。

○熊本大学
日本の大学で初めて、エイズ専門
の研究センターである「エイズ学研
究センター」を設立。現在もHIVに
関して免疫を用いた新たな治療法
や予防法の研究など先端研究を
展開。

◎近畿大学
水産研究所において、天
然資源を減らさず、品質と
安全性に定評のある「近大
マグロ」の養殖の研究を実
施し、世界初となる完全養
殖クロマグロ養殖用稚魚を
出荷。

○地域の特色ある研究・教育の事例

○室蘭工業大学
日本屈指の豪雪地帯として、「雪」を保
存し、夏期の冷房に利用する「利雪」の
研究を23年に亘って実施。現在、北海
道、東北、北陸地方において成果を利
用した食糧備蓄のための雪冷房施設
が150以上。

○北見工業大学
温暖化等により、クリーンエネルギー
の安定供給は我が国にとり重要課
題となっているが、海底にある有望
な資源メタンハイドレートについて、
ロシア、韓国、ベルギーの研究所と
共同研究。世界で初めて湖底表層
から天然ガスの溶解抽出に成功。

○山梨大学
昭和53年に日本で初めて工学部の
附属施設として燃料電池実験施設
を設置し、燃料電池の研究を推進。
現在の燃料電池は白金を使用する
ため高コストであり、大幅なコスト削
減や耐久性の向上に向けた次世代
クリーンエネルギーを研究。

○新潟大学
地球温暖化に伴う米の品質低下
が懸念されており、高温ストレス
に強い稲の開発が期待。イネ高
温登熱による白未熟粒発生の原
因を研究し、高温耐性コシヒカリ
の開発を実施。

○岩手大学
地域連携推進センターを設置し、産学連携
の橋渡し役となり、地域産業の活性化に貢
献。また、日本のものづくりを支える金型と
鋳造の基盤技術に特化した金型・鋳造工学
専攻を日本で初めて設置。

○秋田大学
100年近くの伝統を有する工
学資源学部のノウハウを活か
し、鉱物資源産出国である南
アフリカのボツワナ共和国に
設置される「ボツワナ国際科
学技術大学」の設立に技術や
人的支援で協力。

○滋賀医科大学
ＭＲ医学総合研究センター
の日本最大口径「超高磁
場（７テスラ）ＭＲ」導入によ
り、最新の撮像技術による
小動物から中型動物まで
の幅広い動物実験を実施。

◎日本福祉大学
国の地域再生計画による認定を
うけた「中部国際空港を核とする
知多半島観光再生計画」の実現
に向けて、学生の主体的な活動
参加を促進し、学生の問題解決
能力の向上を促すとともに、この
事業を支える学部の実践型教育
の充実を図る。

○国立大学

◎私立大学



◆上海交通大学「世界の大学学術ランキング」
（中国の上海交通大学高等教育研究所が毎年、世界の大学学術ランキングを発表）
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1

2006

10英国オックスフォード大学

9米国シカゴ大学

8米国プリンストン大学

7米国コロンビア大学

6米国カリフォルニア工科大学

5米国マサチューセッツ工科大学

4英国ケンブリッジ大学

3米国
カリフォルニア大学バークレー

校

2米国スタンフォード大学

1米国ハーバード大学

2008国名大学名

我が国大学のランキング（上位200校以内）

102-150

102-150

102-150

89

98

76

61

22

19

2006

102-150

102-150

151-202

99

94

76

67

22

20

2007

152-200筑波大学

152-200北海道大学

101-151九州大学

101-151東京工業大学

101-151名古屋大学

79東北大学

68大阪大学

23京都大学

19東京大学

2008大学名

＜ランキング指標＞
①受賞卒業生の数（10％）[ノーベル賞もしくはフィールズ賞を受賞した卒業生数。]
②受賞スタッフ数（20％）[ノーベル賞もしくはフィールズ賞を受賞した教員数（受賞時に当該大学に所属していた教員）]
③被引用研究者数（20％）[21の領域分野において引用率の高い研究者の数
④ネイチャー誌とサイエンス誌論文数（20％）[両雑誌に発表された論文の数]
⑤論文引用数（20％）[ISIの自然科学論文引用インデックスと社会科学論文引用インデックスの被引用論分数]
⑥規模（10％）[上記５つの指標の総合スコアをフルタイムのスタッフ数で割った数]

○高度な学術研究の推進の事例

○世界大学ランキングにおける位置づけ

○ 国立大学における学術論文の被引用数は世界の中でも上位を占める。○ 国立大学における学術論文の被引用数は世界の中でも上位を占める。

被引

用数
機関名

世界
順位

255,204東京工業大学171

270,838（独）産業技術総合研究所151

284,189北海道大学146

306,754（独）理化学研究所129

312,666九州大学124

338,129名古屋大学110

462,433（独）科学技術振興機構67

473,014東北大学65

628,365大阪大学37

732,732京都大学31

1,041,057東京大学11

【総合】

24,226東京大学16

27,902大阪大学10

32,531（独）物質･材料研究機構6

36,313（独）産業技術総合研究所4

43,561東北大学3

被引

用数
機関名

世界
順位

79,960東京工業大学30

92,550京都大学24

97,202大阪大学22

129,103東北大学10

195,722東京大学2

被引

用数
機関名

世界
順位

83,144東北大学18

86,946（独）産業技術総合研究所14

91,939大阪大学11

134,348東京大学5

138,816京都大学4

被引

用数
機関名

世界
順位

53,060（独）理化学研究所47

70,255（独）科学技術振興機構32

77,318大阪大学28

92,242京都大学19

133,359東京大学3

被引

用数
機関名

世界
順位

【材料科学】

15,527（独）理化学研究所65

29,375京都大学24

31,623東京大学20

38,918（独）科学技術振興機構16

58,468大阪大学5

被引

用数
機関名

世界
順位

6,469金沢大学104

6,984九州大学84

7,956東北大学64

10,909京都大学32

17,385東京大学5

被引

用数
機関名

世界順
位

【物理学】

【化学】 【生物学・生化学】

【免疫学】 【薬理学・毒物学】

◆「トムソン・ロイター：1999-2009 日本の研究機関ランキング」



○大学における国際交流の状況
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「国際研究交流の概況（平成18 年度）」より作成

○ 外国から日本への受入れ研究者数は国立大学が増加。日本から外国へ派遣された研究者では私立大学を除き増加。
○ 在籍する留学生の数は、学部では私立大学が、大学院では国立大学が多数。
○ 国立大学は大学間交流協定の実施や海外に拠点を設置している割合が高い。

○機関別受入れ研究者数

○機関別派遣研究者数

○大学間交流協定の状況（平成２０年度）

○海外に拠点を設置している大学数（割合）

( 12.0 %)( 7.5 %)( 2.7 %)( 51.2 %)

9044244

計私立公立国立

（参考）大学間交流協定数

( 80.2 %)( 76.6 %)( 85.3 %)( 100.0 %)

14,86779326006335

5994496486

計私立公立国立
「国際研究交流の概況（平成18 年度）」より作成

文部科学省調べ

文部科学省調べ

(82.6%)(2.0%)(15.4%)

53,107人1,313人9,907人
学部

(34.0%)(4.2%)(61.8%)

12,028人1,493人21,884人
大学院

私立大学公立大学国立大学

○国公私立大学に在籍する留学生数

「平成21年度外国人留学生在籍状況調査」調べ

○多様な価値観を創造する学問の承継・発展

【例】 外国語を教育課程として教授する主な大学一覧

例えば、大学における外国語の教授に関して、公私立では担いきれない多数の言語を国立大学がカバー

公立

大阪大学 東京外国語大学 市立外国語大学 Ａ大学（外国語学部） Ｂ外国語大学 Ｃ外国語大学 Ｄ外国語大学 Ｅ外国語大学

２５言語 ２６言語 ４言語 ６言語 ４言語 ４言語 ２言語 ８言語

中国語 中国語 中国語 中国語 中国語 中国語

朝鮮語 朝鮮語 韓国語

モンゴル語 モンゴル語

インドネシア語 インドネシア語

フィリピノ語 フィリピン語

タイ語 タイ語

ベトナム語 ベトナム語

ビルマ語 ビルマ語

ヒンディー語 ヒンディー語

ウルドゥー語 ウルドゥー語

アラビア語 アラビア語

ペルシア語 ペルシア語

トルコ語 トルコ語

ロシア語 ロシア語 ロシア語 ロシア語

ドイツ語 ドイツ語 ドイツ語 ドイツ語

英語 英語 英語 英語 英米語 英米語 英米語 英米語

フランス語 フランス語 フランス語 フランス語 フランス語

イタリア語 イタリア語 イタリア語

スペイン語 スペイン語 イスパニア語 イスパニア語 スペイン語 スペイン語 スペイン語

ポルトガル語 ポルトガル語 ポルトガル語 ブラジルポルトガル語

日本語 日本語 日本語 日本語

スワヒリ語

ハンガリー語

デンマーク語

スウェーデン語

マレーシア語

ラオス語

カンボジア語

ポーランド語

チェコ語

国立 私立



（参考）大学における外国語教育の実施状況

13.4%6.8%29.3%その他

15.7%15.1%22.0%イタリア語

6.3%5.5%12.2%アラビア語

57.9%52.1%75.6%朝鮮語(韓国語)

10.2%8.2%30.5%ラテン語

17.1%30.1%56.1%ロシア語

83.8%79.5%92.7%中国語

5.6%2.7%9.8%タイ語

7.0%6.8%22.0%ギリシャ語

6.5%4.1%7.3%インドネシア語

7.2%8.2%15.9%ポルトガル語

31.7%28.8%48.8%スペイン語

70.6%64.4%97.6%ドイツ語

71.8%64.4%92.7%フランス語

98.9%97.3%100.0%英語

私立大学公立大学国立大学

（文部科学省調べ）

○外国語教育の実施状況別大学割合

○国立大学では、様々な外国語教育を受けられる環境が整備されている。○国立大学では、様々な外国語教育を受けられる環境が整備されている。

物価指数と比較すると、国立大学の授業料は大幅に上昇。
S５０：３６，０００円→ H２２：５３５，８００円 【１５倍増加】
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指数 国立大学授業料
私立大学授業料
消費者物価指数

■授業料と消費者物価指数の推移（指数化後）

○国立・私立大学の授業料の状況

教 育 研 究 経 費 等

授業料等収入収入

支出

免除枠

運 営 費 交 付 金

交付額決定

授業料等収入予
定額の一部を免
除枠として収入
予定額から控除

運営費交付金算定の仕組

（参考）国立大学の授業料等減免制度について

国立大学は、経済的理由等により授業料等の納付が困難な者に対し経
済的負担の軽減を図るために授業料等減免制度を整備。

国は、国立大学法人運営費交付金の算定に当たっては、授業料等収入
予定額の一部を授業料等免除枠として収入予定額から控除し、国立大学
法人による授業料等の減免の実施に配慮。

国立（H22標準額）535,800円、私立（H21平均）：851,621円
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■授業料の推移



国立大学においては、地方の中小企業等との共同研究等を数多く行っており、地域の活性化に貢献。

国立大学 公立大学 私立大学

三大都市圏 その他地域 三大都市圏 その他地域 三大都市圏 その他地域

大学数 14校 32校 2校 0校 2校 0校

件数 1,081件 1,668件 110件 0件 96件 0件

件数のシェア 37% 56% 4% 0% 3% 0%

■中小企業との共同研究実績（件数ベース）・上位５０大学

（平成２０年度大学等における産学連携等実施状況から作成）

共同研究等の実施状況

「国立大学法人等の科学技術関係活動に関する調査結果（平成19事業年度）」（平成20年10月
内閣府 （科学技術政策・イノベーション担当））

■法人化後の共同研究等の推移
○共同研究 H13：5,264件（112億円）→H19：13,654件（331億円）【3.0倍】
○受託研究 H13：5,701件（351億円）→H19：10,584件（1,279億円）【3.6倍】
○特許化の推進 H13→H19：発明届出【2.4倍】、実施料収入【2.8倍】
○大学発ベンチャー H13→H19【9.1倍】

共同研究の事例

【香川大学】
香川大学が地域ブランドの製品化を目指して

開発を進めてきたブドウのオリジナル品種につ
いて、地元企業等との共同研究により、香川大
学オリジナルワインを製品化。

【名古屋工業大学】
名古屋工業大学が開発した高精度な指紋認証シ

ステムの仕組みを活用し、地元企業と連携して、入
退出管理用やモバイル機器への組込み用指紋照合
装置を開発し、市場開拓に成功。総務省、会計検査
院、名古屋市役所、NTT西日本などにおけるセキュ

リティ対策として導入。

【山形大学】
山形大学では平成５年に世界に先駆けて白色有機EL

素子の開発に成功し、山形県が設立した有機エレクトロ
ニクス研究所や民間企業と連携し、有機EL照明の実用
化に取組む。白色有機EL素子は、高効率・省エネの次
世代照明として将来的に世界の照明市場９兆円が有機
ELで置き換わるとも予想。

【信州大学】
研究の中で偶然発見された痒みを抑制する機能につ

いて、そのメカニズムを解明し、その機能を活用した繊維
製品を産学連携で開発。全国1200万人のアトピー性皮

膚炎の患者の治癒補助具として期待。

○地域企業との連携

注１ 調査対象は国公私立大学（短期大学含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関
注２ 回答率は、大学は83%、高等専門学校は100%、大学共同利用機関は100%であり、設置者別では、国立100%、公立100%、私立80％。

注３ 共同研究は、大学等と企業等が共同で研究開発にあたり、かつ当該企業等から研究経費が大学等に対し支弁されているものを計上。

■中小企業との共同研究実績（件数ベース）・上位５０大学（平成２０年度実績）

0%3%0%4%56%37%件数のシェア

0件96件0件110件1,668件1,081件件数

0校2校0校2校32校14校大学数

その他地域三大都市圏その他地域三大都市圏その他地域三大都市圏

私立大学公立大学国立大学

1校4校0校5校24校16校大学数

その他地域三大都市圏その他地域三大都市圏その他地域三大都市圏

私立大学公立大学国立大学

3校9校2校2校20校16校大学数

その他地域三大都市圏その他地域三大都市圏その他地域三大都市圏

私立大学公立大学国立大学

■共同研究実績（金額ベース）・上位５０大学（平成２０年度実績）

■大学等別大学等発ベンチャー数上位５０位の大学（平成２０年度実績）

○地域の活性化への貢献

○ 三大都市圏（東京圏、中京圏、近畿圏）以外の地方で特に国立大学が大きく貢献○ 三大都市圏（東京圏、中京圏、近畿圏）以外の地方で特に国立大学が大きく貢献

（平成２０年度大学等における産学連携等実施状況から作成）

注１ 調査対象は国公私立大学（短期大学含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関
注２ 回答率は、大学は83%、高等専門学校は100%、大学共同利用機関は100%であり、設置者別では、国立100%、公立100%、私立80％。

注３ 共同研究は、大学等と企業等が共同で研究開発にあたり、かつ当該企業等から研究経費が大学等に対し支弁されているものを計上。



地方財政再建促進特別措置法において、地方公共団体による寄付は禁止されているが、地方公共団体の要請に基づき大学等
が行う研究開発や医療業務などには寄付を行うことが可能であり、地域活性化のために大学等と地方公共団体の連携が進んで
いる。

都道府県からの寄付の事例

【勝山市、大野市→福井大学】
奥越地域で唯一の分娩機能を有する総合病院の分娩取扱

いの中止により、福井大学医学部附属病院産婦人科が分娩
をサポートする体制を整備するために必要な設備の費用とし
て５００万円を寄付。

【新潟市→新潟大学】
新潟市内における産婦人科救急医療体制整備のため、新
潟大学医歯学総合病院の診療体制整備に必要な経費として
３６００万円を寄付。

【山梨県→山梨大学】
山梨県では、地域産業の活性化と燃料電池技術を含むク
リーンエネルギー産業の集積拠点の形成を図るため、山梨
大学がNEDOと進める燃料電池研究に対して、新センターの

設置に必要な土地（１億１２３６万円）を無償貸与。

【秋田県→秋田大学】
人口１０万人当たりのがん死亡率が日本一である県内のが
ん医療体制の整備充実を図るため、秋田大学医学部付属病
院に依頼し、普及が遅れていた放射線治療を推進するため
に必要な経費として３５００万円を寄付。

○地方財政再建促進特別措置法等により、地方公共団体が国立大学法人
等及び独法等に対し寄附金等を支出することは原則禁止。

○ただし、地方公共団体の要請に基づき国立大学法人等及び特定の独法
等が行う科学技術に関する研究開発等の実施に要する経費については、
一定の要件の下で、総務大臣との協議・同意を経て、寄附金等の支出が
可能となっており、その範囲について、平成１９年１１月の「地方再生戦
略」（地域活性化統合本部決定）等を受け、以下の範囲についても寄付を
可能とする制度改正。

地方公共団体から国立大学への寄付

・地域の産業振興等に資する研究開発等の用に供する土地や建物の無償譲渡
・住民に対する医療の提供に要する費用への補助等
・地域の産業振興等に資する特定の人材育成（学生への教育も含む）や産学連携のた

めの施設等の無償貸与や経費負担等

平成１５年 ９件（寄附金額 430,897千円）
平成１６年 １０件（寄附金額 347,023千円）
平成１７年 １２件（寄附金額 614,770千円）
平成１８年 ８件（寄附金額 364,927千円）
平成１９年 １１件（寄附金額 976,335千円）
平成２０年 ２３件（寄附金額 1,637,214千円）

平成２１年（１～３月）１６件（寄附金額 726,081千円）
計 ８９件（寄附金額 5,097,247千円）

寄付の実績

○制度改正後、寄付実績は増加傾向。

○地方公共団体から国立大学法人への寄付

○大学の法人形態に係る改革

○平成１７年に、少子化等の社会・経済情勢の変化
を踏まえ、取り巻く諸課題に学校法人が主体的・機
動的に対処を行えるよう改正。

○行政改革大綱（平成12年12月閣議決定）において、
「国における独立行政法人化の実施状況等を踏まえて、
独立行政法人制度についての地方への導入を検討す
る」とされた。

○地方独立行政法人法（平成15年7月成立）において、
「公立大学法人制度」を創設。（平成16年4月1日施行）

○平成９年、行政改革会議の「最終報告」にお
いて、独立行政法人化の可能性について提
言。

○平成１１年に独立行政法人化について検討、
平成１５年度までに結論を得るとされた（閣議
決定）。

○省内における調査検討会議等の議論も踏ま
え、平成16年度に国立大学法人制度を創設。

経緯

国立大学 公立大学（法人立） 私立大学

目的 ○国立大学法人法制定の趣旨

・大学の理念や目標の明確化

・学外理事を含む役員会の設置、学長等を
中心とするダイナミックで機動的な運営体
制の確立（学長は教学・経営の最高責任者
としてﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟを発揮）

・非公務員型等、大学の裁量の拡大

・第三者評価の実施

・情報公開、説明責任の強化

○地方独立行政法人法制定の趣旨

・地方公共団体自身が直接実施する必要はないものの、
民間の主体に委ねては確実な実施が確保できないお
それがある事業・事務を、地方公共団体が設立する法
人において効率的・効果的に実施。

○公立大学法人における特例

・ 理事長は、原則学長を兼ねるが、学長を理事長と別に
任命することも可能

・ 経営及び教育研究に関する重要事項を審議する機関
をそれぞれ設置。

・ 非公務員型

・学長等教員の人事及び中期目標の設定については大
学の意見を尊重・配慮

・第三者評価の実施

○私立学校法制定の趣旨

・私立学校の自主性を尊重する教育行政組織の体
制確立

・経営主体の組織運営を定めることによる公共性の
向上

・私立学校に対する公の助成の法的可能性の明確
化

○平成１７年の改正

・理事等の権限、役割分担の明確化による管理運営
の改善

・利害関係人に対する財務情報等の公開による説明
責任の強化

現状 ○国立大学法人制度の検証

・現在、国民、有識者からの意

見聴取、国立大学法人評価委

員会で検証中（ガバナンスの

あり方を含む）

○学校法人運営調査委員による指導助言

・私学関係者、公認会計士、弁

護士、マスコミ等で構成する

「学校法人運営調査委員」

・ガバナンス強化に向けた指導助言



国 立 大 学 法 人 の 仕 組 み

国立大学法人

目標の設定
規制緩和学長選考会議

→戦略的経営を
実現 →予算・組織は学外者も参画し適任者を

→個性化を促進 大学の責任で学長に選考
決定

非公務員型

民間的発想→弾力的な人事シ
ステム 学外者の経営 参画 教学に関するによるトップ

マネジメント→産学官連携等を
推進 学外者が半数以上 学内の代表者

→外国人を幹部に
教育研究評議会登用 経営協議会 役員会

（主に経営面を審議） （主に教育面を審議）

文部科学大臣 国立大学法人評価委員会

・評価
（事後チェック）

・中期目標の提示、中期計画の認可
・学長の任命
・運営費交付金の交付

・中期目標原案・中期計
画案( 年)の策定6

・学長候補者の申出

学 長

（ ）代表者 （ ）代表者

理 事

監 事

（参考） 国立大学法人制度の仕組み

（参考） 学校法人の仕組み

学校法人

私立学校を設置・運営

監
査

（理事長が）
選任

諮
問

※評議員
会の同意
が必要

意
見

学校法人の業務に関する最終的な意思決定機関。

学校法人の業務を決し、理事の職務の執行を監督する。

理事で組織される（学校法人には５人以上の理事を置かなけれ
ばならない）。議長は理事長。

理事会

学校法人の業務、財務状況
等を監査する。

学校法人には２人以上の監
事を置かなればならない。

監事

予算、事業計画、寄附行為の変
更等について、理事長があらか
じめ諮問。

委員数は理事の定数の２倍以上。

評議員会

私立学校の校長（学長、園長を含む。）は理事となる。（私立学校を複数
設置している場合は、そのうち１人以上を理事とすることができる。）

私立学校

所
轄
庁
（注
）

（注）所轄庁の区分
〈学校法人〉

○大学・高等専門学校を設置する学校法人：文部科学大臣
○大学・高等専門学校以外の学校（幼、小、中、高等）のみを設置する学校法人：都道府県知事

〈学校〉
○大学・高等専門学校：文部科学大臣
○大学・高等専門学校以外の学校（幼、小、中、高等）：都道府県知事

校長の
理事就任

私立学校の
設置認可

学校法人の
設立認可



（参考） 公立大学法人の仕組み

情報公開・第三者評価

第三者評価を資源配分に反映自主性・自律性をより発揮して活性化

※幹部事務職員を含め、人事は理事長（及び学長）の権限

公立大学法人

型選考機関 非公務員

「経営」と「教学」の代 →弾力的な人事シ
表者が ステム学長を選考

→産学官連携等を
推進

→外国人を幹部に理事長( )= 学長 が原則
登用 など副理事長

理事
平成１６年度か 経 営 に 関 す る 教 学 に 関 す る
ら地方公共団体
の選択により、 学内の代表者等 学内の代表者等＊ 理事長とならない学長は、

副理事長となる法人化可能
教育研究審議機関経営審議機関 役 員 会

＊ 「役員会」は、地方公共団体の判断（定款に規定）等で設置可能
＊ 法人化していない公立大学については、地方公共団体の組織として運営

【高等教育機関に対する公財政支出の対ＧＤＰ比】
（国民負担率１％当たり＋人口に占める大学進学率で補正）

（参考）18歳の

四大進学率
50.2 64.6 40.0 41.0 35.4

① 日本の高等教育への公財政支出は，対GDP比では
OECD加盟国中最下位となっている（OECD平均1.0％に
対して，日本は0.5％）。

② なお，左の理由として，我が国は国民負担率が低い
「小さな政府」であるとの指摘も想定されるが，左の値の
うち主要国について，各国の国民負担率１％当たりで補
正しても，我が国は低位である。

③ また，「教育支出が少ないのは，少子化のため」とい
う指摘については，上記の値を，人口全体に対する18
歳の大学進学者の割合で補正しても，我が国は低位で
ある。

【高等教育機関に対する公財政支出の対ＧＤＰ比のＯＥＣＤ各国比較】

出典：OECD, Education at a Glance 2009
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ＯＥＣＤ各国平均　1.0％

2006年

【高等教育機関に対する公財政支出の対ＧＤＰ比】
（国民負担率１％当たりで補正）

（参考）

国民負担率
38.9 34.7 49.2 62.4 52.0
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（日本の場合の計算方法）
高等教育費公財政対GDP比0.478%
÷国民負担率38.9%
（租税負担率＋社会保障負担率）
×100=1.22≒1.2

この日本の数値を100として、主要
国と比較すると、主要国は日本の
1.5倍以上の公財政支出を行ってい
る。

（日本の場合の計算方法）
上記の数値1.２２
÷(全人口に占める18歳人口1.0%

×四大進学率50.2%)÷100
=2.51 ≒2.5

この日本の数値を100として、主要
国と比較すると、主要国は日本の２
倍以上の公財政支出を行っている。

○高等教育への公財政支出・対GDP比



（注）平成22年度概算要求のうち、医療機械設備（82億円）につい
ては、平成21年度第2号補正予算案に前倒し計上。

11,000 11,200 11,400 11,600 11,800 12,000 12,200 12,400

22年度

21年度

20年度

19年度

18年度

17年度

16年度

▲98億円（▲0.8％）

▲103億円（▲0.8％）

▲171億円（▲1.4％）

▲230億円（▲1.9％）

▲118億円（▲1.0％）

（億円）

１兆２，４１５億円

１兆２，３１７億円

１兆２，２１４億円

１兆２，０４３億円

１兆１，８１３億円

１兆１，６９５億円

１兆１，５８５億円(注)

▲110億円（▲0.9％）

○国立大学法人運営費交付金

法人化

骨太の方
針2006に

基づく１％
削減方針

骨太の方
針2006を

見直し

○ 運営費交付金は骨太2006により年々減少。平成16年度→平成22年度にかけて▲830億円減。（削減率▲6.7%）

①基盤的施設・設備の減価償却費が減少
減価償却費（損益外減価償却費含む）
H16年度：3,875億円→H19年度：3,432億円（▲443億円減

（▲11.4％減））

②運営費交付金や補正予算の減など、近年の厳しい財政状況に
より、着実な設備の更新等が困難な状況

H５年度～H10年度の6年間：6,286億円 → H16年度～H21年
度の6年間：1,607億円（▲4,679億円減）

③図書館等資料費の減
・図書等の情報媒体資料に係る費用が減少
H16年度：237億円→H18年度：212億円（▲26億円（▲10.8％

減））

④附属病院の医師の診療時間の増加と教育研究時間の減少
・診療時間の推移（アンケートにより増加したと回答）

平成17年度：48.0％ → 平成20年度：66.7％（18.7％増）
・教育時間の推移（アンケートにより減少したと回答）

平成17年度：11.1％ → 平成20年度：24.4％（13.3％増）
・研究時間の推移（アンケートにより減少したと回答）

平成17年度：48.9％ → 平成20年度：77.8％（28.9％増）

⑤臨床医学研究の国際競争力の低下
2006年から2007年にかけて世界全体の論文数が2.7％増え

たにも関わらず、日本全体では1.4％の微増。更に国立大学全体
では、▲1.3％減。

［参考］ 運営費交付金削減に伴う大学の困窮事例

○公立大学に対する予算

種別 項目 H16 H17 H18 H19 H20 H21

単位費用（千円） 4,586 4,499 4,306 4,156 4,110 3,995

対H16比（％） 100 98 94 91 90 87

単位費用（千円） 2,775 2,718 2,613 2,508 2,458 2306

対H16比（％） 100 98 94 90 89 83

理科系 単位費用（千円） 2,004 1,961 1,811 1,762 1,709 1,689

都道府県 対H16比（％） 100 98 90 88 85 84

理科系 単位費用（千円） 1,746 1,706 1,572 1,548 1,501 1,480

市町村 対H16比（％） 100 98 90 89 86 85

家政系・芸術系 単位費用（千円） 886 856 808 765 753 722

道府県 対H16比（％） 100 97 91 86 85 81

家政系・芸術系 単位費用（千円） 1,061 1,029 969 934 918 883

市町村 対H16比（％） 100 97 91 88 87 83

単位費用（千円） 334 308 273 256 245 227

対H16比（％） 100 92 82 77 73 68

地方交付税算定に係る単位費用の推移

医科系

歯科系

文科系

昭和38年～ 設備費補助を中心として措置

平成16年～ 三位一体改革により廃止

現 在 地方交付税の算定の際に考慮されている

単位：千円

医・歯経常費 看護経常費 教育設備 芸大経費

60 3,175,211 465,996 160,710 57,265 103,582
61 3,175,211 465,996 154,281 57,265 103,582
62 3,181,720 466,951 306,567 57,265 103,582
63 3,194,447 468,819 441,728 63,087 103,582
元 3,247,412 475,125 493,387 68,324 103,582
2 3,281,680 481,622 493,387 68,324 103,582
3 3,332,447 489,073 513,542 68,324 103,582
4 3,387,132 497,099 543,738 76,128 103,582
5 3,457,449 507,419 553,803 77,359 103,582
6 3,558,994 522,322 573,934 77,691 103,582
7 3,650,140 535,699 604,134 84,598 103,582
8 3,743,950 549,470 649,444 96,810 103,582
9 廃止 1,078,752 757,562 102,117 103,582
10 982,452 670,231 91,905 93,224
11 廃止 1,030,282 84,550 83,979
12 936,375 81,893 72,079
13 834,768 81,893 廃止
14 638,061 81,893
15 593,424 79,843
16 廃止 廃止

年度
医大経常費補助 設備費補助 在外研究員

費補助

公立大学に対する文科省所管補助金の予算額の推移

基盤的経費支援
公立大学を有する地方公共団体に対し、普通交付税額

の算定において公立大学の設置管理経費が基準財政授

業額に算入される形で考慮されているが、基準となる単

位費用については平成16年以降減少し、平成21年度に

は対平成16年度比で32%減。（平成22年度は増加見込）

地方交付税算定に係る単位費用



○大学教育の私費負担と私学助成

○日本の高等教育支出の中で、
私費負担が大きな割合を占めている。

○私立大学等経常費補助金による補助割合は10.9％に
止まる。

○「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006（骨
太の方針2006）」により、私立大学等経常費補助金は
対前年度比▲１％とされてきたことから、平成18年度
から平成22年度にかけて、▲91億円（削減率▲2.7％）
となっている。

○私費負担が大きな割合を占めることにより、
家計を圧迫し、進学を希望していても私立大学に
進学できない層が増大。

私立大学等経常費補助金総額

3,313

3 ,2 81

3 ,2 49

3 ,218 3 ,2 22

3,160

3,200

3,240

3,280

3,320

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

経常費補助金総額

27.4

67.8

32.2

72.6

0%

20%

40%

60%

80%

100%

OECD各国平均 日本

公財政 私費負担

（億円）

大学教育・学生支援の充実等
・大学教育・学生支援推進事業 【92億円】（▲18億円）
・戦略的大学連携支援プログラム 【48億円】（▲12億円）
・国際化拠点整備事業（グローバル30） 【33億円】（▲8億円）
・大学生の就業力育成支援事業【30億円】（新規）

大学院教育の抜本的強化等
・大学院教育改革推進事業（組織的な大学院教育改革

推進プログラム） 【22億円】（▲35億円）

・先導的ＩＴスペシャリスト等育成推進プログラム
【3億円】（▲6億円）

・日中韓等の大学間交流を通じた高度専門職業人育成事業
【5億円】（新規）

国公私を通じた競争的環境 ／ 第三者による公正な審査 ／ 社会への積極的な情報提供

国際的に卓越した教育研究拠点形成
・大学院教育改革推進事業（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙCOEﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

【265億円】（▲77億円）

○国公私立大学を通じた大学教育改革の支援

■大学の質保証と機能別分化 ■高等教育全体の活性化

博
士
課
程

修
士
課
程

学
士
課
程

世界的教育研究拠点

高度専門職業人養成

幅広い職業人養成

総合的教養教育

特定の専門的分野の教育・研究

大学の国際化

地域の生涯学習機会の拠点

社会貢献機能

総合的な学生支援
（就職支援・学習支援・学生相談）

【大学の機能強化】【社会の幅広い分野で活躍する多様な人材を育成】

など



関西地区 ５０大学、４団体、１自治体参加
「コンソーシアム京都」
京都大学 京都工芸繊維大学
同志社大学 京都府立大学

京都府立医科大学 大谷大学
京都短期大学 京都産業大学

・生涯学習事業
・高度人材育成事業

・シティーカレッジ（京都市委託事業）
・京都ＭＯＴ（Management of Technology）講座の実施

・学生ベンチャースタートアップスクールの実施
【実施主体：財団法人】

中国四国地区６大学（今後参
加企業を募る予定）
「コンソーシアム山陰」
鳥取大学 島根大学
鳥取環境大学 鳥取短期大学
島根県立島根女子短期大学
島根県立看護短期大学
●学生の就職・進学支援に関するこ
と。
●単位互換等参加大学間での学修
機会の拡大に関すること。

【実施主体：任意団体】

九州地区 ８大学・高専等、１２名
「コンソーシアム大分」
大分大学 別府大学
日本文理大学 立命館アジア太平洋大学
大分県立芸術文化短期大学

●地域における国際的な人材育成のための
支援事業

●スポーツ・文化交流等による留学生等と地
域との交流事業

【実施主体：ＮＰＯ法人】

首都圏地区 ４２大学、１８企業、１１自治
体、１１団体参加

「ネットワーク多摩」
中央大学 東京薬科大学
東京農工大学 電気通信大学
首都大学東京 慶応義塾大学
法政大学 和光大学
●卒業生のためのキャリアデザイン支援
●自治体と大学の連携による生涯学習講座

●女性のキャリア形成支援事業
【実施主体：社団法人】

≪産業界・ＮＰＯ≫≪大学等≫

関東甲信越地区 １８大学
大学コンソーシアムとちぎ
帝京大学 宇都宮大学
自治医科大学 作新学院大学
●市民カレッジ事業
●高大連携事業
【実施主体：任意団体】

中部地区 ６大学、１自治体
愛知工業大学 中部大学
金城学院大学 南山大学

名古屋学院大学 名古屋産業大学
●瀬戸市と近隣地域の生涯学習をサポート

●まちづくりとイベントへの参画
●地域・企業・行政・大学のコラボレーション
●大学教育の公開とキャンパスの開放

【実施主体：任意団体】

○学習講座等の企画・実施

○大学等単位互換

○教育・研究連携と高大連携の推進

東北地区
１３大学・高専
「大学コンソーシアムあきた」
秋田大学 秋田県立大学

秋田経済法科大学
秋田栄養短期大学
国際教養大学
聖園学園短期大学

●大学間連携の推進
・ 単位互換協定の運営等

● 地域貢献活動の推進
・ 高大連携授業の実施
・ 地域貢献活動の広報

【実施主体：任意団体】

≪地方公共団体≫

連 携

大学、産業界、地域社会に対し、多様な学習機会の提供、活動支援を行うコ
ンソーシアムは４３ (H21.3 時点)

大学、産業界、地域社会に対し、多様な学習機会の提供、活動支援を行うコ
ンソーシアムは４３ (H21.3 時点)

○大学コンソーシアムの状況

○国公私立大学を通じた大学教育改革支援プログラムの変遷

大
学
自
ら
の
選
択
に
よ
り
、
適
切
な
機
能
別
分
化
を
図
る
方
向
へ
誘
導

学部段階を中心とした大学教
育の質の保証と向上

学生の人間力を高め人間性
豊かな社会人を育成

高度専門職業人養成機能の
向上

大学教育の国際化

大学院教育の実質化

質の高い専門医療人材の養
成と大学病院の機能強化

社会人の多様な学び直し

H19 H20H18H17

大学の力を結集させた教育の
充実と地域活性化

H21

我が国を代表する国際化拠
点の形成

産学連携による専門的人材
育成の充実

H22

個別の政策目標 H19 H20H18H17H16H15 H21

以下の図は，各事業について，新規採択を行った年度を表している。

H22H14

国際的に卓越した教育
研究拠点の形成

２１世紀ＣＯＥプログラム
（274件）

グローバルＣＯＥプログラム （140件）

特色ある大学教育支援プログラム（285件）

現代的教育ニーズ取組支援プログラム（401件）

法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム（185件）

大学・大学院における
教員養成推進プログラム

（34件）

資質の高い教員養成推進プ
ログラム（24件）

専門職大学院等教育推
進プログラム（38件）

専門職大学院等にお
ける高度専門職業人
養成教育推進プログ

ラム（26件）

大学教育の国際化推進プログラム（H20から大学教育の国際化加速プログラム）（1,276件）

社会的ニーズに対応した質の高い医療人教育推進プログラム（58件）

「魅力ある大学院教育」イニシアティブ（143件）

派遣型高度人材育成協同プラン（30件）

先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム
（8件）（共同採択を含む）

新たな社会的ニーズに対応した
学生支援プログラム（93件）

産学連携による実践型
人材育成事業

（12件）

がんプロフェッショナル養
成プラン（18件）

社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラ
ム（160件）

ものづくり技術者育成支
援事業（12件）

ｻｰﾋﾞｽ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ人材育
成推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（6件）

大学病院連携型高度医療人養成推進（19件）

大学教育充実のための戦略的大学
連携支援事業（92件）

大学院教育改革支援プログラム（192件）

日中韓等の大学間交
流を通じた高度専門職

業人育成事業
（予定：5件）

大学生の就業力育成支
援事業（130件）

大学教育・学生支援推
進事業（大学教育推進プ

ログラム）（20件）

周産期医療環境整備事業
（58件）

看護職キャリアシステム
構築プラン（8件）

周産期医療環境の整備
（予定：3件）

看護師の人材養成システ
ムの確立（予定：4件）

周産期医療に関わる
専門的スタッフの養成

（予定：3件）

大学教育・学生支援
推進事業（大学教育推
進プログラム、学生支援
推進プログラム）（496

件）

国際化拠点
整備事業（13件）

質の高い大学教育推
進プログラム（148件）

個別の政策目標 H16H15



○国公私立大学を通じた大学教育改革支援プログラムの成果

１．支援期間終了後の継続性について

２．大学教育改革への効果

○ほとんどすべての大学が拡充、見直しを図りながら取組を継続。

再構
築
149

廃止
2
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又は
同程

度

100

縮小
34
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度
126
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築
67
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3
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87縮小

117
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るが継続

している,

71件, 31%

終了してい

る, 1件, 0%

さらに充実

して継続し

ている,

124件,

56%

２１世紀ＣＯＥ 特色ＧＰ 現代ＧＰ

◆カリキュラム改革の状況(直近５年間（４年間）)
・学部段階でカリキュラム改革を行った大学

Ｈ15年度：553校（80.0%）→Ｈ20年度：642校（88.8%）

◆厳格な成績評価
・学部段階でＧＰＡを導入している大学

Ｈ15年度：163校（23.6%）→Ｈ20年度：330校（45.6%）

◆博士課程学生の海外での学会発表数の増加
4,621回 → 5,797回（1,176回増、25.4%増)

◆博士課程学生のレフェリー付き論文発表数
6,213本 → 7,335本（1,122本増、18.1%増)

○ グローバルCOE拠点の教育力
（平成１８年度～２０年度の指標の推移）

○ 大学教育改革の取組状況

○ 大学間連携の取組状況

◆コンソーシアムの組織化
・全国大学コンソーシアムへの加盟状況

Ｈ19年度：40団体675校 → Ｈ21年度：46団体736校
◆連携大学間での科目の共通化

・単位互換の実施大学数
Ｈ19年度：30大学 → Ｈ21年度：154大学

・単位互換の受講者数
Ｈ19年度：79人 → Ｈ21年度：2,608人

出典：財政支援期間終了取組の拠点リーダーや担当者へのアンケート結果

出典：Ｈ21GCOE平成19年度採択63拠点へのアンケート調査

出典：H21文部科学省調査

出典：H21選定取組担当者へのアンケート調査



○国公私立大学を通じた大学教育改革支援事業の成果について～発展事例編～

COE拠点ネットワークの形成
東京大学医学研究科機能生物学専攻
「生体シグナルを基盤とする統合生物学」
（グローバルCOEプログラム）

米国ＵＣサンフランシスコ校等との学術交流の下、外国の一流研究者等による理学系・医学
系横断の教育プログラムを構築

優秀な大学院生のへの経済的支援を行うプログラムの設置、国内外の企業への採用の拡大

当該専攻がリーダーシップをとり、生命科学系のグローバルＣＯＥプログラム全１３拠点の
ネットワークを構築し、各拠点の取組に関する情報共有や拠点を超えた若手研究者の交流を
展開

共同利用拠点の形成
愛媛大学
「ＦＤ／ＳＤ／ＴＡＤ三位一体型能力開発」
（平成１８年度特色ある大学教育支援プログラム）

ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）／スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）を継
続的に実施する体系的なシステムを構築し、従来のＦＤ／ＳＤとは異なる体系的なカリキュ
ラムを構築

四国域内における大学間ネットワークを構築し、四国全域でのファカルティ・ディベロップ
メントの普及促進を実施

これらを基に、平成21年度に教育関係共同利用拠点として文部科学大臣認定

教育システムの共同化
金沢大学、千歳科学技術大学、帝塚山大学他
（現代的教育ニーズ取組支援プログラム）

現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ）の一つのテーマであったeラーニングに
関する取組に採択された５４大学の中，１０の大学の事業推進担当者などが集まり，現代Ｇ
Ｐでの成果を基に，教育・運用方法に関するノウハウ等の共有等を図る「e-learning協議
会」を設立

２７大学（Ｈ２２年５月現在）が加盟し、各大学が保有する教材や運用システムの相互活用
や，運用ノウハウの相互提供などにより，高等教育におけるeラーニングを活用した効果的
な授業展開や新たな教育方法の確立を検討
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